
確認申請図書の作成例(２階建て木造戸建て住宅)

0

令和7年3月26日時点



確認申請図書の作成例

1

仕様表を作成すると
→基礎伏図、小屋伏図、各階床伏図、軸組図の添付省略

仕様表（福井県版の記入例参照）

付近見取図、仕上表、仕様表
令和7年3月26日時点



2

面積計算の端数処理
・敷地面積、建築面積、各階
床面積は合計を小数点以
下第３位を切り捨て

求積図、地盤面算定表、配置図

前面道路
・幅員、道路種別を記入

給排水設備
・排水桝、公共下水道
の位置を記入

土地の高低
・境界部分等の高低
差を記入

確認申請図書の作成例
令和7年3月26日時点
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住宅用火災警報器の位置
〔 天井 に設置する場合〕
・壁または梁から0.6m以上離れた位置に設置

〔 壁 に設置する場合〕
・天井から0.15m以上0.5m以内の位置に設置

〔換気口やエアコン等の空気吹き出し口がある場合〕

・エアコン、24ｈ換気吹出口から1.5ｍ以上離れた位置に設置

平面図

換気設備
・有効換気量
の記入

給気口

換気扇

採光
・採光補正係数の算出用
の距離の記入

階段
・有効幅、蹴上げ、
踏面、手摺の幅
等の記入

確認申請図書の作成例

出窓
・床面積に算入・不算入
の検討

令和7年3月26日時点
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立面図、断面図

採光
・採光補正係数
の算出用の
距離の記入

各部分の高さ
・最高高さ、軒高、階高、横架
材間、天井高さ等の記入

軒の出
・寸法の記入

給気口

換気扇

道路斜線
・道路中心の
高さを記入

確認申請図書の作成例

隣地斜線、北側斜線
・検討結果を
記入してください。

令和7年3月26日時点
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構造詳細図(1)

屋根（構造耐力上主要な部分）
・ふき材、断面構造、寸法等の記入
・告示、大臣認定等の構造方法の記入
（法22条区域内：不燃材料等）

確認申請図書の作成例

外壁（構造耐力上主要な部分）
・材料、断面構造、寸法等の記入
・告示、大臣認定等の構造方法の記入

（法22条区域内の延焼のおそれのあ
る部分：準防火構造等）

基礎（構造耐力上主要な部分）
・形式、寸法、材料、主筋と補強筋の
種類・径・位置・緊結方法(フック、ユ
ニット鉄筋、構造計算により安全性
を確認した)等の記入（参考）

令和7年3月26日時点
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構造詳細図(1)

屋根（構造耐力上主要な部分）
・ふき材、断面構造、寸法等の記入
・告示、大臣認定等の構造方法の記入
（法22条区域内：不燃材料等）

基礎（構造耐力上主要な部分）
・形式、寸法、材料、主筋と補強筋の
種類・径・位置・緊結方法等の記入

確認申請図書の作成例

外壁（構造耐力上主要な部分）
・材料、断面構造、寸法等の記入
・告示、大臣認定等の構造方法の記入

（法22条区域内の延焼のおそれのあ
る部分：準防火構造等）

【参考】瓦の緊結方法

令和7年3月26日時点
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構造詳細図(1)

屋根（構造耐力上主要な部分）
・ふき材、断面構造、寸法等の記入
・告示、大臣認定等の構造方法の記入
（法22条区域内：不燃材料等）

外壁（構造耐力上主要な部分）
・材料、断面構造、寸法等の記入
・告示、大臣認定等の構造方法の記入

（法22条区域内の延焼のおそれのあ
る部分：準防火構造等）

確認申請図書の作成例

基礎（構造耐力上主要な部分）
・形式、寸法、材料、主筋と補強筋の
種類・径・位置・緊結方法(フック、ユ
ニット鉄筋、構造計算により安全性
を確認した)等の記入（参考）

基礎（主筋と補強筋）の緊結方法

出典：脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の
向上に関する法律等の一部を改正する法律に係る質疑応答集
（令和7年3月18日時点）

令和7年3月26日時点
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構造詳細図(2)確認申請図書の作成例
令和7年3月26日時点
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構造詳細図(3)～(5)確認申請図書の作成例
令和7年3月26日時点
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床面積・見付面積計算表(必要壁量の算出)

面積計算の端数処理
・小数点以下第３位を切り上げ（安全側）

面積算定の根拠
・面積算定の寸法の記入

確認申請図書の作成例

見附面積計算
・壁の厚さ、屋根の厚さを考慮
（床面積計算の壁芯と混同に注意）

令和7年3月26日時点



11

壁量判定 兼 耐力壁図

早見表

準耐力壁の算入（任意）
・くぎ打ちの方法

早見表

耐力壁（筋交い）、準耐力壁（石膏ボード）
・位置、種類、長さ等の記入

準耐力壁の割合

・四分割法、N値計算
時に1/2以下の場
合は準耐力壁を算

入しません。

確認申請図書の作成例
令和7年3月26日時点
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四分割法判定

準耐力壁
・準耐力壁の割合が1/2以下の場合、準耐力壁を算入しません。

確認申請図書の作成例

判定
・壁量充足率が1.0超の場合、壁比率0.5以上の確認は不要です。

令和7年3月26日時点
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柱頭柱脚金物算定

N値計算法の算定式（R6.11.21訂正。日本建築防災協会）

確認申請図書の作成例
令和7年3月26日時点
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給排水衛生・電気設備図確認申請図書の作成例
令和7年3月26日時点
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換気・採光計算書確認申請図書の作成例
令和7年3月26日時点
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